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図３− ５ ⽇本とインドネシア間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 尼  ６５ 
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図３−３０ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル改善のアプローチ  ８８ 
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付図−１３ ⽇本とサウジアラビア間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 沙  １４３ 
付図−１４ ⽇本とシンガポール間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 星  １４３ 
付図−１５ ⽇本とスイス間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 瑞  １４４ 
付図−１６ ⽇本とスウェーデン間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 典  １４４ 
付図−１７ ⽇本とタイ間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 泰  １４５ 
付図−１８ ⽇本と台湾間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 台  １４５ 
付図−１９ ⽇本と中国間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 中  １４６ 
付図−２０ ⽇本とドイツ間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 独  １４６ 
付図−２１ ⽇本とパナマ間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 巴  １４７ 
付図−２２ ⽇本とフィリピン間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 ⽐  １４７ 
付図−２３ ⽇本とブラジル間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 伯  １４８ 
付図−２４ ⽇本とフランス間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 仏  １４８ 
付図−２５ ⽇本と⾹港間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 港  １４９ 
付図−２６ ⽇本とマレーシア間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 ⾺  １４９ 
付図−２７ ⽇本とメキシコ間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 墨  １５０ 
付図−２８ ⽇本とルクセンブルグ間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 盧  １５０ 
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略語表                                  
 
CO2    ：Carbon dioxide                                   ⼆酸化炭素           
eurostat   ：                                                 欧州連合統計局       
ISIC      ：International Standard Industrial Classification        国際標準産業分類      
JCM    ：The Joint Crediting Mechanism               ⼆国間クレジット制度  
NGO   ：Nongovernmental Organization                ⾮政府組織           
OECD   ：Organisation for Economic Co-operation and Development 経済協⼒開発機構 
UN    ：United Nations                                    国際連合             
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第１章 序 論                                   
                                 
１．１ 研究の背景 
 





































































































出典：ブリタニカ国際⼤百科事典 ⼩項⽬事典等に基づき、筆者加筆・修正・作表  
 
第１章 序論 




























１．１．２ ⼆国間関係の環境負荷の⼀環としての廃棄物発⽣の位置づけ   
 
2010 年の⽇本のマテリアルバランスの資源投⼊量は 17.7 憶 ton/年であり、8.8 憶 ton/年
の財を⽣産し（49.7%）、この内 6.4 憶 ton/年が構築物等として蓄積される。この財⽣産の
ために投⼊資源の内の 4.4 憶 ton/年のエネルギーを消費し（24.9％）、3.9 憶 ton/年の産業






























































































 表 1-2 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル構築に資する考え⽅の先⾏研究 





































































 表 1-3 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル構築に資する指標に関する先⾏研究 
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2.1 廃棄物不均衡・負荷ベクトルの構築 3.1 相手国（検討対象国）
 　2.1.1 当研究における廃棄物の概念 　 3.2 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの
   2.1.2 記号と添え字の意味 　 　　 算出方法と使用データ　
 　2.1.3 二国間廃棄物発生量の意味 　  　3.2.1 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの算出方法　
 　2.1.4 廃棄物不均衡・負荷ベクトルの定義 　 　3.2.2 使用データ
　2.1.5 廃棄物不均衡・負荷ベクトル分布の意味 3.3 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの算出結果
　2.1.6 廃棄物不均衡・負荷ベクトルの合成・分解 　3.3.1 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの日本と相手
2.2 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの算出方法           国間の合計値
　2.2.1 海外直接投資・貿易（輸出入）・国内生産額  　3.3.2 日本と相手国毎の廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル　
　2.2.2 海外直接投資・貿易（輸出入）・国内生産額 　3.3.3 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの成分を用いた指標と
         と廃棄物の発生量 　　　 　廃棄物発生不均衡・負　荷ベクトル分布の関係
2.3 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル算出の基本となる 3.4 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの要因別感度分析
　　廃棄物発生量 　3.4.1 基準ケースと影響要因
　2.3.1 廃棄物発生量の使用データと廃棄物発生量 　3.4.2 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの感度分析の結果
         の推定の必要性 3.5 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの改善
　2.3.2 各国の廃棄物発生量の推定 　3.5.1 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル改善のアプローチ
2.4 第2章のまとめ 　　　 　と影響要因
　 　3.5.2 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルのアプローチ毎
 　        の改善効果
3.6 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル改善対象国の検討
　3.6.1 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル改善対象国







     と補正係数
4.2 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの補正結果
　4.2.1 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル（補正済）の日本
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第２章 海外直接投資・貿易に起因する廃棄物発⽣不均衡評価⼿法の開発    
 











































































































表 2-1 記号と添字の意味 
式 No 記号 意  味 単位 




(2.1)   ݀௖௪௕௧௜௝  ⼆国間廃棄物発⽣の差：ݓ௖௪௕௧௜௝ െ ݓ௖௪௕௧௝௜  百万 t/年 
(2.1) ݏ௖௪௕௧௜௝  ⼆国間廃棄物発⽣の和：ݓ௖௪௕௧௜௝ ൅ ݓ௖௪௕௧௝௜  同上 
(2.1)’ ݓ௖௪௕௧௜௝  ⼆国間廃棄物量（ݓ௖௪௕௧௝௜ は、逆⽅向の発⽣量） 同上 
(2.2) |	 ࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ | 廃棄物不均衡・負荷ベﾍﾞｸﾄﾙの⼤きさ：|	 ࢃࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ |ൌ൛2൫ݓ௖௪௕௧௜௝ 	 ଶ ൅ ݓ௖௪௕௧௝௜ 	 ଶ൯ൟ
ଵ/ଶ 同上 
式 No	 添字	 意  味 単位 
共通	 i 原因国 − 
共通 j 相⼿国 − 




共通 w 廃棄物の種類 w=1：産業廃棄物，w=2：⼀般廃棄物，w=3：有害産業廃
棄物(w=1 産廃の内数)，w=4：有害⼀般廃棄物(w=2 ⼀廃の内数)，w=5：
w=1 と 2 の合計 
 
− 
共通 b 廃棄物を発⽣する業種（ISIC (Rev4) 注１）） − 
共通	 t 算出対象となる⻄暦年 − 
注１）ISIC：International Standard Industrial Classification 国際標準産業分類。国連の統計委員会が定め
る産業分類であり、⽇本標準産業分類もこれとの⽐較可能性の向上を図っている。 
 
２．１．３ ⼆国間廃棄物発⽣量࢝ࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ の意味 
 
廃棄物不均衡・負荷ベクトルࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ を算出するための基礎となる⼆国間廃棄物発⽣量と
























図 3-? ⼆国間廃棄物の発⽣ 
図 2-2 ⼆国間廃棄物の発⽣ 
 
(1) ݓଵ௪௕௧௜௝ （c=1 の場合：海外直接投資） 
 
i 国が原因国で相⼿国の j 国に海外直接投資で⼯場等を建設し、j 国内での建設・操業等
により i 国が j 国内に廃棄物を発⽣させた量である。 
 
(2) ݓଶ௪௕௧௜௝ （c=2 の場合：輸⼊） 
 
i 国が原因国で相⼿国である j 国からの製品・材料等の輸⼊により(⽣産はｊ国内)、i 国
が廃棄物を j 国内で発⽣させた廃棄物量である。 
 
(3) ݓଷ௪௕௧௜௝ （c=3 の場合：逆輸⼊の調整） 
 
製品・材料等の逆輸⼊による廃棄物の発⽣量である。逆輸⼊は両国間の直接投資と貿易が
相互に関連している。原因国の i 国が投資により相⼿国の j 国に進出し i 国資本の⼯場等
を建設する。i 国が j 国内で⽣産したこの製品等を i 国が j 国から輸⼊したことにより、こ
の製品等に伴い j 国で発⽣する廃棄物量である。上記の①と②により発⽣する⼆国間廃棄物
                        1 国（j=1） 
  
	 ݓ௖௪௕௧௜ଵ  ( i 国起因 1 国発⽣) 
 
 
ݓ௖௪௕௧ଵ୧   
               ( 1 国起因 i 国発⽣)  
 
i 国                           j 国              
ݓ௖௪௕௧௜௝ ( i 国起因 j 国発⽣) 
 
 
ݓ௖௪௕௧୨୧ ( j 国起因 i 国発⽣) 
                           
                    
                                          n 国（j=n） 
              ݓ௖௪௕௧௡୧ 	 ሺ	 n	 国起因	 i	 	 国発⽣ሻ	  
 
 ݓ௖௪௕௧௜௡ ( i 国起因 n 国発⽣)  
 
 












(4) ݓସ௪௕௧௜௝ （c=4 の場合：廃棄物の直接輸出） 
 






の和であり、ݓ௖௪௕௧௜௝ ൌ ݓଵ௪௕௧௜௝ ൅ ݓଶ௪௕௧௜௝ െ ݓଷ௪௕௧௜௝ ൅ ݓସ௪௕௧௜௝ を意味している。ݓ௖௪௕௧௝௜ も同様であり、 









 i 国内の i 国に起因する、あるいは、j 国内の j 国に起因する廃棄物のように、直接投資・
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２．１．４ 廃棄物不均衡・負荷ベクトルࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ の定義 
 
廃棄物不均衡・負荷ベクトルは、i 国に起因し j 国で発⽣する⼆国間廃棄物発⽣量（ݓ௖௪௕௧௜௝ ）
と j 国に起因し i 国で発⽣する⼆国間廃棄物発⽣量（ݓ௖௪௕௧௝௜ ）の差݀௖௪௕௧௜௝ ሺൌ ݓ௖௪௕௧௜௝ െ ݓ௖௪௕௧௝௜ ሻ
を x 成分、和ݏ௖௪௕௧௜௝ ሺൌ ݓ௖௪௕௧௜௝ ൅ ݓ௖௪௕௧௝௜ ሻを y 成分とする⼆次元ベクトルとして定義する（（２．
１式）と（２．１）ʼ式及び図２−４）。 
 
	 ࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ ൌ（݀௖௪௕௧௜௝ ，ݏ௖௪௕௧௜௝ ）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ሺ2.1ሻ	




ଶ ሻଵ/ଶ 、       （|	 ࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ 	| ： ベクトルの⼤きさ）	
ൌ ൛2൫ݓ௖௪௕௧௜௝ 	 ଶ ൅ ݓ௖௪௕௧௝௜ 	 ଶ൯ൟ
ଵ/ଶ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ሺ2.2ሻ         












ݓܿݓܾݐ݆݅ ൌ 0                 ݓܿݓܾݐ݆݅ ൌ 0 
ライン      ﾍﾞｸﾄﾙ分布範囲      ライン 
   
 ݏܿݓܾݐ݆݅  
 
                  ࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐  
                            
  
      
 
                              x軸 
         0     ݀ܿݓܾݐ݆݅   
ݏܿݓܾݐ݆݅ ൌ ݓܿݓܾݐ݆݅ ൅ ݓܿݓܾݐ݆݅      ݀ܿݓܾݐ݆݅ ൌ ݓܿݓܾݐ݆݅ െ ݓܿݓܾݐ݆݅  
（二国間廃棄物発生量の和），   （二国間廃棄物発生量の差）  
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 ①݀௖௪௕௧௜௝ ൌ ݓ௖௪௕௧௜௝ െ ݓ௖௪௕௧௝௜ ＞0（第Ⅰ象限）であれば、i 国が j 国 に⼆国間廃棄物をより 
多く発⽣させている（図２−４）。 
 ②݀௖௪௕௧௜௝ ＜0（第Ⅱ象限）であれば、j 国が i 国に⼆国間廃棄物をより多く発⽣させてい 
る。 
 ③݀௖௪௕௧௜௝ ＝0 の時、i 国と j 国間の⼆国間廃棄物の発⽣量が等しく、ベクトルは y 軸に沿 
い x 軸に垂直になる。 
 ④ݏ௖௪௕௧௜௝ ൌ ݓ௖௪௕௧௜௝ ൅ ݓ௖௪௕௧௝௜ 、負荷は常に正値であり、⼆国間廃棄物発⽣量の和を⽰し、 
値が⼤きいほど⼆国の直接投資・貿易に起因する廃棄物発⽣量が⼤きく、環境負荷も結果 
的に⼤きくなる。 






































前提条件 1： x 軸の廃棄物発⽣不均衡（݀௖௪௕௧௜௝ ൌ ݓ௖௪௕௧௜௝ െ ݓ௖௪௕௧௝௜ ）の均衡化を、y 軸の







                        y 軸：環境に与える負荷を⽰す軸 
                 ݏ௖௪௕	 ௧ଵ௜௝ （y 軸⽅向は柔軟に対応）                
                        
               ݏ௖௪௕	 ௧ｎ
௜௝  
 
    
   
 
                             x 軸：廃棄物発⽣不均衡 
                             （不公平感を⽰す軸） 
        ―݀௖௪௕	 ௧ଵ௜௝    ݀௖௪௕	 ௧ｎ
௜௝       ݀௖௪௕	 ௧ଵ௜௝  
     塗潰しの範囲： |݀௖௪௕	 ௧ଵ௜௝ |―|݀௖௪௕	 ௧ｎ
௜௝ | >0 , s݀௖௪௕	 ௧ଵ௜௝ ―ݏ௖௪௕	 ௧ｎ
௜௝  >0 ,    (n：年) 
図 2-5 両国に不公平感を与えない廃棄物不均衡・負荷ベクトル分布 
ࢃࢂࢉ࢝࢈	 ࢚૚࢏࢐  
ࢃࢂࢉ࢝࢈	 ࢚࢔࢏࢐  
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 図 2-6 ﾀｲの不法投棄分考慮前後の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル 
 






ࢃࢂࢉ࢝࢈ܑ࢚ܒ ൌ ቀ（ࢃࢂ૚૚࢈࢚	ܑܒ െࢃࢂ૜૚࢈࢚	ܑܒ ） ൅ （ࢃࢂ૚૛࢈࢚	ܑܒ െࢃࢂ૜૛࢈࢚	ܑܒ ）ቁ	 ൅ሺࢃࢂ૛૚࢈࢚	ܑܒ ൅ࢃࢂ૝૞࢈࢚	ܑܒ ሻ  
投資に起因する項は添え字の c=1、貿易に起因する項は添え字 c=2,4、及び調整項は添え
字 c=3 で⽰している。 
 


































（実践の緑の枠内）、第 1 次産業〜第 3 次産業のそれぞれの列が雇⽤者所得と営業余剰等か





第 1 次産業は、第 1 次産業そのもの、第 2 次産業と第 3 次産業から財・サービスを原材料
として購⼊し、これを加⼯することによって第 1 次産業の粗付加価値を加え、⽣産を⾏っ
ている。第 1 次産業〜第 3 次産業の国内⽣産額（P：会社のの総売り上げに相当する）から
第 1 次産業〜第 3 次産業の中間投⼊（D）を減じたものが、第 1 次産業〜第 3 次産業の粗







































固定資本減耗 投  費
間接税注1） ⼊ ⽤  ◎ＧＤＰ（国内総⽣産、粗付加価値）と三⾯等価
雇⽤者所得   （列）  構 ①分配（所得）⾯： ＧＤＰ＝粗付加価値（Ｅ）
























































上記の説明が、2010 年のユーロ 31 ヶ国と⽇本の産業廃棄物を例とした、２．１．３節の













































図 2-8 OECD 加盟国等の総固定資本形成ｽﾄｯｸと⼀般廃棄物発⽣量 
  
 上記の説明内容を⼀般式で表⽰すると、（２．３）式となる。i 国が原因国で相⼿国の j 国





 ݓଵ௪௕௧௜௝ ൌ ݓ௖௪௕௧	௝௝ ൈ ሺ݂݀݅ଵ௪௕௧௜௝ ／݂݃ܿ ௖݂௪௕௧௝௝ )・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(2.3) 
 















表 2-3 ⼆国間廃棄物発⽣量࢝ࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ 算出詳細の記号と添え字の意味 
式 No 等 
 
説  明 算出時利⽤データの出典 
(2.3) ݓ௖௪௕௧	௝௝ ： j 地域の各廃棄物発⽣量        (単位：百万 t/年) 本論⽂第 2.3 節に記載 
(2.3) 
 
݂݀݅ଵ௪௕௧௜௝ ： i 地域から j 地域への海外直接投資(ｽﾄｯｸとして、j 地域対内
海外直接投資 6 年間のﾌﾛｰ累積値使⽤)注 1）      





݂݃ܿ ௖݂௪௕௧௝௝ ： j 地域の総資固定本形成(ｽﾄｯｸとして 6 年間のﾌﾛｰ累積値を 
使⽤) 注 2）                   (単位：百万$/6 年) 
UNCTADSTAT,National 
accounts 
(2.4) ݓ௖ଵ௕௧	௝௝ ： j 地域の産業廃棄物発⽣量       (単位：百万 t/年) 本論⽂第 2.3 節 
(2.4) ݅݌ଶ௪௕௧௜௝ ：i 地域の j 地域からの製品・材料等の輸⼊額         
(単位：百万$/年)  
OECD.Stat, 




ݎ݅݌ଷ௪௕௧௜௝ ：i 国の j 地域における i 国法⼈からの製品・材料等の逆輸⼊ 
額                   (単位：百万$/年)  
ݏ݈ଷ௪௕௧௜௝ ： j 地域における i 国法⼈売上⾼           (単位：百万$/年) 
 
経済産業省 
廃 棄 物 直 接
輸出(除、有
害) 
産業廃棄物（除，有害）の輸出：OECD.Stat の Bilateral Trade in  







為替 2010 年の円と US ドル換算値：1＄=87.78(円／＄) IMF  
注1）フロー累積値とストック値の相関から、相関の⼀番⾼いフローの6年累積値採⽤、注2）ストック値が得られ
ず、fdiと同じ6年累積値採⽤、注３）ISIC：International Standard Industrial Classification 国際標準産業分類。国連
の統計委員会が定める産業分類であり、⽇本標準産業分類もこれとの⽐較可能性の向上を図っている。 
 















            ＝中間需要＋（消費＋在庫＋総固定資本形成＋輸出）―輸⼊ 











上記の説明が２．１．３節の(2)項で説明したݓଶ௪௕௧௜௝ （c=2 の場合）で且つ 2010 年（t=2010
の場合）に対して、即ちݓଶ௪௕ଶ଴ଵ଴௜௝ の場合の具体的な算出過程である。2010 年に、i 国が原因
国で相⼿国である j 国からの製品・材料等の輸⼊により(⽣産はｊ国内)、i 国が廃棄物を j 
国内で発⽣させた廃棄物量である。 
ｉ国を原因国として j 地域から製品・材料等を輸⼊する場合、j 地域内での⽣産・操業等
で発⽣する廃棄物は産業廃棄物（w=1）である。製品・材料等は i 国が輸⼊するので、j 地
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考慮前： ࢃࢂ	⽇	 計＝（29.0, 94.5）、考慮後： ࢃࢂ	⽇	 計＝（28.2, 92.6） 




図 2-9 OECD 加盟国等の国内⽣産額と産業廃棄物発⽣量 
 




式（２．３）で求めたݓଵଶ௕௧	௜௝ には、j 地域内では発⽣しない⼀般廃棄物の逆輸⼊分ݓଷଶ௕௧	௜௝ がカ








ݓଷ௪௕௧	௜௝ ൌ ݓଵ௪௕௧	௜௝ ൈ ሺݎ݅݌ଷ௪௕௧௜௝ ／ݏ݈ଷ௪௕௧௜௝ )・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(2.5) 
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（４）廃棄物の直接輸出（c=4 の場合）ݓସହ௕௧	௜௝  












⼀般廃棄物）は、OECD 諸国については OECD Stat.のデータベースの値を使⽤する。他国


































鉱⼭業型：               ܡ ൌ ૚ૠ. ૟૟ૡ࢞૙.૟૟૟ૠ૞(R2=0.91) 





鉱⼭業型の近似式を⽤いる条件： USGS の 2010 年の統計で銅、鉛、亜鉛、⾦と銀の鉱















































 図 2-10 OECD 各国の業種別産業廃棄物発⽣レーダーチャート(2) 
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 図 2-11 OECD 各国の総固定資本形成ｽﾄｯｸのﾋｽﾄｸﾞﾗﾑ(単位：百万$/年、2010 年) 
 
 
図 2-12 OECD 各国の総固定資本形成のﾋｽﾄｸﾞﾗﾑ(常⽤対数、2010 年) 
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図 2-13 OECD 各国の産業廃棄物発⽣量のﾋｽﾄｸﾞﾗﾑ(2010 年、単位：千 t/年)  
 
 
図 2-14 OECD 各国の産業廃棄物発⽣量のﾋｽﾄｸﾞﾗﾑ(常⽤対数、2010 年) 
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先進国：               ܡ ൌ ૙. ૙૙ૢ૛૜࢞૚.૙૙૚૞ૠ(R2=0.92) 






リア、ニュージーランド、⽇本、韓国の 22 ヶ国とした。 
これら以外の国については、先進国以外の国の近似式を⽤いた。当然のことながら、先進


















図 2-1７ OECD 各国の総固定資本形成のﾋｽﾄｸﾞﾗﾑ(常⽤対数、2010 年) 
 
 
図 2-1８ OECD 各国の⼀般廃棄物発⽣量のﾋｽﾄｸﾞﾗﾑ(2010 年、単位：千 t/年)  
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図 2-1９ OECD 各国の⼀般廃棄物発⽣量のﾋｽﾄｸﾞﾗﾑ(常⽤対数、2010 年) 
 
 
図 2-２０ OECD 各国の総固定資本形成ｽﾄｯｸと⼀般廃棄物発⽣量(層別、2010 年)  
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③廃棄物不均衡・負荷ベクトルは、i 国に起因し j 国で発⽣する⼆国間廃棄物発⽣量
（ݓ௖௪௕௧௜௝ ）と j 国に起因し i 国で発⽣する⼆国間廃棄物発⽣量（ݓ௖௪௕௧௝௜ ）の差݀௖௪௕௧௜௝ ሺൌ
ݓ௖௪௕௧௜௝ െ ݓ௖௪௕௧௝௜ ሻを x 成分、和ݏ௖௪௕௧௜௝ ሺൌ ݓ௖௪௕௧௜௝ ൅ ݓ௖௪௕௧௝௜ ሻを y 成分とする⼆次元ベクトルと
して定義する。 
 
	 ࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ ൌ（݀௖௪௕௧௜௝ ，ݏ௖௪௕௧௜௝ ）	












 産業廃棄物（鉱⼭業型国）：         y = 17.66773 x 0.66675 （R2=0.91） 
 産業廃棄物（鉱⼭業型国以外の国）： y =  0.04175 x 1.0342 （R2=0.91） 
 ⼀般廃棄物（先進国）：         y=  0.00923 x 1.00157 （R2=0.92） 
























項⽬ 国内⽣産額 GFCF   注１） 産業廃棄物 ⼀般廃棄物 廃棄物計
年 2010 2005-2010 2010 2010 2010
単位 百万US$/年 百万US$/6年 千ton/年 千ton/年 千ton/年
1           Australia 2,434,617 1,891,413 270,538 ESM 14,035 OECD 284,573
2           Brazil 3,688,488 2,188,052 298,136 ESM 45,087 OECD 343,223
3           Canada 2,840,200 2,191,157 298,418 ESM 20,693 ESD 319,111
4           China 18,518,299 11,939,999 924,216 ESM 158,048 OECD 1,082,264
5           China, Hong Kong SAR 405,035 279,734 17,934 ES 4,881 ESG 22,815
6           China, Taiwan Province of 1,028,641 613,585 40,409 ES 11,408 ESG 51,817
7           France 4,637,687 3,584,373 348,888 OECD 34,535 OECD 383,423
8           Germany 6,087,178 3,976,854 349,573 OECD 49,237 OECD 398,810
9           India 3,322,592 2,779,489 349,699 ESM 58,393 OECD 408,092
10           Indonesia 1,338,762 1,182,683 197,818 ESM 23,188 ESG 221,006
11           Iran (Islamic Republic of) 790,097 709,252 140,670 ESM 13,343 OECD 154,013
12           Ireland 471,624 323,129 19,306 OECD 2,846 OECD 22,152
13           Japan 10,290,754 8,138,271 431,430 OECD 45,359 OECD 476,789
14           Korea, Republic of 2,574,262 1,883,972 133,738 OECD 17,943 OECD 151,681
15           Luxembourg 145,448 53,062 10,401 OECD 344 OECD 10,745
16           Malaysia 714,085 302,603 19,452 ES 5,314 ESG 24,766
17           Mexico 1,729,844 1,343,967 215,419 ESM 40,059 OECD 255,478
18           Netherlands 1,504,238 1,065,837 118,048 OECD 9,484 OECD 127,532
19           Panama 47,672 40,173 2,410 ES 599 ESG 3,009
20           Philippines 385,885 207,190 13,148 ES 3,529 ESG 16,676
21           Qatar 177,266 198,040 12,548 ES 3,360 ESG 15,908
22           Russian Federation 2,434,617 1,831,739 264,817 ESM 69,257 ESG 334,073
23           Saudi Arabia 775,494 643,362 42,439 ES 12,008 ESG 54,447
24           Singapore 605,052 306,253 19,695 ES 5,383 ESG 25,078
25           Sweden 865,186 656,271 116,368 OECD 4,115 OECD 120,483
26           Switzerland 1,028,546 830,268 55,247 ES 5,565 OECD 60,812
27           Thailand 837,554 473,868 30,933 ES 8,629 ESG 39,562
28           United Arab Emirates 484,173 390,352 25,313 ES 6,997 ESG 32,310
29           United Kingdom 4,165,885 2,406,948 232,387 OECD 31,955 OECD 264,341




















































 表 3-1 国名・特別⾏政区名と略漢字 
 国名（特別⾏政区） 漢略字 国名（特別⾏政区） 漢略字 









1 アイルランド 愛 2 アメリカ ⽶ 
3 アラブ⾸⻑国連邦 刺 4 イギリス 英 
5 イラン 以 6 インド 印 
7 インドネシア 尼 8 オーストラリア 豪 
9 オランダ 蘭 10 カタール 華 
11 カナダ 加 12 韓国 韓 
13 サウジアラビア 沙 14 シンガポール 星 
15 スイス 瑞 16 スウェーデン 典 
17 タイ 泰 18 台湾 台 
19 中国 中 20 ドイツ 独 
21 パナマ 巴 22 フィリピン ⽐ 
23 ブラジル 伯 24 フランス 仏 
25 ⾹港 港 26 マレーシア ⾺ 
27 メキシコ 墨 28 ルクセンブルグ 盧 
29 ロシア 露 ― ― ― 

























































ࢃࢂ	⽇	 計=(29.0 百万 t/年, 94.5 百万 t/年)となった。これは、⽇本が海外直接投資・貿易に関
して不均衡に 29.0 百万 t/年の廃棄物の発⽣を相⼿国全体（相⼿国の合計を⼀国とした考え
⽅）に依存しており、⽇本と相⼿国全体の海外直接投資・貿易に起因する負荷（両国の廃棄
物発⽣量の和）は、94.5 百万 t/年であることを⽰している。これを図で⽰したものが、図
３−１の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル合計値 ࢃࢂ	⽇	 計に基づく説明である。 
廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 計の不均衡 d は正であり、第⼀象限に位置している。
⽇本の世界への海外直接投資に起因する相⼿国での産業廃棄物の発⽣量が⼤きく、
ࢃࢂ૚	૚
⽇	 計=(21.1, 28.8)となり、⼀般廃棄物発⽣量は、ࢃࢂ૚	૛⽇	 計=(3.6, 4.4)を⽰す。貿易に関し
ては、⽇本の輸⼊に起因する相⼿各国での産業廃棄物の発⽣量が、相⼿各国の⽇本から
の輸⼊による⽇本での産業廃棄物の発⽣量を上回りࢃࢂ૛	 ૚⽇	 計=(4.1, 60.7)、不均衡 d は正を
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図 3-1 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの合計値 ࢃࢂ	⽇	 計に基づく説明 
  
ࢃࢂ⽇	 計 ൌ  ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 計 ൅   ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 計 ൅     ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 計    ൅   ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 計・・・・・・・・・・・・・・・・ሺ3.1ሻ	 	
（投資産廃 ＋ 投資⼀廃）＋ (製品等輸⼊産廃 ＋ 廃棄物輸出) 
={(21.1, 28.8) + (3.6, 4.4)} +   {(4.1, 60.7)    +   (0.3, 0.6)}  





の下段）の数式表⽰である（３．１）式について検討する。（３．１）式の x 成分 29.0 を
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表 3-2 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル(1) 
 ࢃࢂ	⽇	 ⽶ ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 ⽶ ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 ⽶ ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 ⽶ ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 ⽶ 
݀௖௪⽇	 ⽶ 4.4 5.2 1.0 -1.7 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 ⽶ 18.8 9.0 1.4 8.4 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 中 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 中 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 中 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 中 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 中 
݀௖௪
⽇中 2.7 2.2 0.4 -0.2 0.2 
ݏ௖௪⽇中 14.9 2.2 0.4 12.1 0.2 
 ࢃࢂ	⽇	 豪 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 豪 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 豪 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 豪 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 豪 
݀௖௪⽇	 豪 7.5 3.5 0.2 3.8 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 豪 8.9 3.6 0.2 5.1 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 尼 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 尼 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 尼 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 尼 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 尼 
݀௖௪⽇	 尼 5.7 2.0 0.2 3.5 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 尼 7.2 2.0 0.2 4.9 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 韓 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 韓 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 韓 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 韓 ࢃࢂ૝	 ૞	 	
⽇	 韓  
݀௖௪
⽇	 韓 -0.3 0.6 0.1 -1.0 0.1 
ݏ௖௪⽇	 韓 4.9 0.7 0.1 3.9 0.2 
 ࢃࢂ	⽇	 沙 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 沙 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 沙 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 沙 ࢃࢂ૝	 ૞	 	
⽇	 沙  
݀௖௪
⽇	 沙 2.7 0.8 0.2 1.7 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 沙 3.3 0.8 0.2 2.2 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 泰 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 泰 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 泰 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 泰 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 泰 
݀௖௪⽇	 泰 0.7 1.1 0.3 -0.7 -0.0 
ݏ௖௪
⽇	 泰 3.6 1.1 0.3 2.2 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 台 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 台 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 台 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 台 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 台 
݀௖௪
⽇	 台 -1.2 0.3 0.0 -1.5 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 台 3.3 0.3 0.0 2.9 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 伯 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 伯 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 伯 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 伯 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 伯 
݀௖௪⽇	 伯 1.9 1.4 0.2 0.3 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 伯 2.4 1.4 0.2 0.8 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 星 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 星 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 星 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 星 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 星 
݀௖௪
⽇	 星 -0.3 0.1 0.1 -0.5 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 星 2.9 1.1 0.2 1.6 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 独 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 独 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 独 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 独 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 独 
݀௖௪
⽇	 独 0.6 0.4 0.1 0.1 0.0 
ݏ௖௪
⽇	 独 2.6 0.6 0.1 1.8 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 港 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 港 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 港 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 港 ࢃࢂ૝	 ૞	 	
⽇	 港  
݀௖௪
⽇	 港 -1.1 0.4 0.1 -1.6 0.1 
ݏ௖௪
⽇	 港 2.3 0.4 0.1 1.7 0.1 
 ࢃࢂ	⽇	 加 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 加 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 加 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 加 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 加 
݀௖௪
⽇	 加 1,2 0.6 0.0 0.5 -0.0 
ݏ௖௪
⽇	 加 2.0 0.6 0.0 1.3 0.0 
注 1)単位：百万 t/年、注 2)負数は⾚字表⽰、-0.0 は、少数第⼆位以下に数値が存在。 
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表 3-2 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル(2) 
 ࢃࢂ	⽇	 露 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 露 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 露 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 露 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 露 
݀௖௪⽇	 露 1.3 0.2 0.0 1.0 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 露 1.9 0.2 0.0 1.7 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 華 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 華 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 華 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 華 ࢃࢂ૝	 ૞	 	
⽇	 華  
݀௖௪
⽇	 華 1.5 0.0 0.0 1.5 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 華 1.6 0.0 0.0 1.6 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 英 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 英 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 英 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 英 ࢃࢂ૝	 ૞	 	
⽇	 英  
݀௖௪⽇	 英 -0.7 -0.4 -0.0 -0.2 0.0 
ݏ௖௪⽇	 英 2.0 0.9 0.1 0.9 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 蘭 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 蘭 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 蘭 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 蘭 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 蘭 
݀௖௪⽇	 蘭 0.8 0.9 0.1 -0.2 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 蘭 1.8 0.9 0.1 0.8 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 ⾺ ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 ⾺ ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 ⾺ ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 ⾺ ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 ⾺ 
݀௖௪
⽇	 ⾺ 0.2 0.3 0.1 -0.2 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 ⾺ 1.8 0.4 0.1 1.3 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 仏 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 仏 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 仏 ࢃࢂ૛	 ૚	




⽇仏 0.6 0.3 0.0 0.3 -0.0 
ݏ௖௪⽇仏 1.5 0.6 0.1 0.9 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 刺 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 刺 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 刺 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 刺 ࢃࢂ૝	 ૞	 	
⽇	 刺  
݀௖௪⽇	 刺 0.8 0.9 0.2 -0.3 -0.0 
ݏ௖௪
⽇	 刺 1.4 0.9 0.2 0.3 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 印 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 印 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 印 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 印 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 印 
݀௖௪
⽇	 印 ０.6 0.4 0.1 0.1 0.0 
ݏ௖௪⽇	 印 1.3 0.4 0.1 0.9 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 巴 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 巴 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 巴 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 巴 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 巴 
݀௖௪⽇	 巴 -0.6 -0.0 -0.0 -0.6 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 巴 0.7 0.0 0.0 0.7 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 ⽐ ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 ⽐ ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 ⽐ ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 ⽐ ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 ⽐ 
݀௖௪
⽇	 ⽐ -0.1 0.1 0.0 -0.2 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 ⽐ 0.9 0.1 0.0 0.7 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 瑞 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 瑞 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 瑞 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 瑞 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 瑞 
݀௖௪
⽇	 瑞 -0.1 -0.1 -0.0 0.0 0.0 
ݏ௖௪
⽇	 瑞 0.8 0.1 0.0 0.7 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 墨 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 墨 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 墨 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 墨 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 墨 
݀௖௪
⽇	 墨 -0.0 0.1 0.0 -0.2 -0.0 
ݏ௖௪
⽇	 墨 0.8 0.1 0.0 0.6 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 典 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 典 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 典 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 典 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 典 
݀௖௪
⽇	 典 0.2 0.1 -0.0 0.2 0.0 
ݏ௖௪
⽇	 典 0.5 0.2 0.0 0.3 0.0 
注 1)単位：百万 t/年、注 2)負数は⾚字表⽰、-0.0 は、少数第⼆位以下に数値が存在。 
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表 3-2 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル(3) 
 ࢃࢂ	⽇	 盧 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 盧 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 盧 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 盧 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 盧 
݀௖௪⽇	 盧 -0.2 -0.1 -0.0 -0.0 0.0 
ݏ௖௪⽇	 盧 0.2 0.1 0.0 0.0 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 以 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 以 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 以 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 以 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 以 
݀௖௪
⽇	 以 ０.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
ݏ௖௪⽇	 以 0.2 0.0 0.0 0.2 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 愛 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 愛 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 愛 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 愛 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 愛 
݀௖௪⽇	 愛 0.0 -0.0 -0.0 0.1 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 愛 0.2 0.0 0.0 0.1 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 計 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 計 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 計 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 計 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 計 
݀௖௪⽇	 計 29.0 21.1 3.6 4.1 0.3 
ݏ௖௪⽇	 計 94.5 28.8 4.4 60.7 0.6 
注 1)単位：百万 t/年、注 2)負数は⾚字表⽰、-0.0 は、少数第⼆位以下に数値が存在。 
 
表 3-3 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの⽇本と相⼿国間合計値の不均衡と負荷の原因 
直接投資貿易形態(c) 不均衡 ݀௖௪ 負 荷 ݏ௖௪ 
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表 3-4 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの⼤きさ（単位：百万 ton/年）    
|ࢃࢂ	⽇	 ⽶| |ࢃࢂ⽇	 中| |ࢃࢂ	⽇	 豪| |ࢃࢂ⽇	 尼| |ࢃࢂ⽇	 韓| |ࢃࢂ⽇	 沙| 
19.4 15.2 11.6 9.2 4.9 4.3 
|ࢃࢂ⽇	 泰| |ࢃࢂ⽇	 台| |ࢃࢂ⽇	 伯| |ࢃࢂ⽇	 星| |ࢃࢂ⽇	 独| |ࢃࢂ⽇	 港| 
3.7 3.5 3.1 2.9 2.6 2.5 
|ࢃࢂ⽇	 加| |ࢃࢂ⽇	 露| |ࢃࢂ⽇	 華| |ࢃࢂ⽇	 英| |ࢃࢂ⽇	 蘭| |ࢃࢂ⽇	 ⾺| 
2.4 2.3 2.2 2.1 2.0 1.8 
|ࢃࢂ⽇	 仏| |ࢃࢂ⽇	 刺| |ࢃࢂ⽇	 印| |ࢃࢂ⽇	 巴| |ࢃࢂ⽇	 ⽐| |ࢃࢂ⽇	 瑞| 
1.6 1.6 1.4 0.9 0.9 0.8 
|ࢃࢂ⽇	 墨| |ࢃࢂ⽇	 典| |ࢃࢂ⽇	 盧| |ࢃࢂ⽇	 愛| |ࢃࢂ⽇	 以|	 |ࢃࢂ⽇	 計|	





物発⽣不均衡 d と負荷 s を世界地図上に⽰した（図３−３）。 
検討対象 29 ヶ国の内、不均衡 d が正（⽇本起因の廃棄物を相⼿国で発⽣）を⽰す国が 19





















































































                  Y 軸（負荷：⼆国間廃棄物発⽣の和） 
 
          第 2 象限          第 1 象限 
 
 






 ⿊⾊ベクトル： ⽇本と相⼿国間の海外直接投資の内訳ベクトル 
 ⻩⾊ベクトル： ⽇本と相⼿国間の貿易（輸⼊）の内訳ベクトル 
 
 ࢊ⽇ܒ ：⾚⾊ベクトルの不均衡 
     ࢊ૚࢝
⽇ܒ ：⿊⾊ベクトルの不均衡 




不均衡 d が均衡すると、ベクトルの傾きが⼤きくなり、y 軸に沿うような分布を⽰す。 
 
 






























































す。   注)左参照。 
ﾀｲﾌﾟ 2-1：相⼿国の⽇本依存型(海外直接投資










































 タイプ１−１ ⽇本の相⼿国依存型（݀⽇ ୨＞0、݀ ଵ௪⽇ ୨ ＞0、݀ ଶ௪⽇ ୨＞0）： 代表はオーストラリア
とインドネシアの廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル（ࢃࢂ	⽇	 豪）であり、オーストラリアとイ
ンドネシアを含め 12 ヶ国で形成するグループである。 
 
オーストラリアは、ࢃࢂ	⽇	 豪 ൌ ሺ7.5 百万 t/年，8.9 百万 t/年ሻ（⾚ベクトル）、⽇本に起因する
オーストラリアでの⼤きな廃棄物発⽣の不均衡と負荷を⽣じており、不均衡は最⼤である
（図３−４）。内訳を⾒ると、⽇本からオーストラリアへの海外直接投資に起因する産業廃






インドネシアは、ࢃࢂ	⽇	 尼 ൌ ሺ5.7 百万 t/年，7.2 百万 t/年ሻ（⾚ベクトル）であり、⽇本に起
因するインドネシアでの⼤きな廃棄物発⽣の不均衡と負荷を⽣じている（図３−５）。内訳
を⾒ると、⽇本からインドネシアへの海外直接投資に起因する産業廃棄物が不均衡を⽣じ
ているが（ࢃࢂ૚	 ૚	⽇	 豪）（⿊ベクトル）、⼀般廃棄物はそれほどではなく（ࢃࢂ૚	 ૛	⽇	 豪）（緑ベクトル）、
輸⼊に起因する産業廃棄物不均衡が海外直接投資の産業廃棄物不均衡以上に⽣じている


















図 3-4 ⽇本とオーストラリア間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 豪 
 
 
図 3-5 ⽇本とインドネシア間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 尼 
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タイプ１−２ ⽇本の相⼿国依存型（輸⼊は相⼿国の⽇本依存）（݀⽇ ୨＞0、݀ଵ௪⽇ ୨ ＞0、݀ଶ௪⽇ ୨≦
0）： 代表はアメリカと中国の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル（ࢃࢂ	⽇	 ⽶）であり、アメリ
カと中国を含め 6 ヶ国で形成するグループである。 
 
アメリカは、ࢃࢂ	⽇	 ⽶ ൌ ሺ4.4 百万 t/年，18.8 百万 t/年ሻ（⾚ベクトル）、⽇本に起因するアメ
リカでの⼤きな廃棄物発⽣の不均衡を⽣じ、負荷も最⼤である（図３−６）。内訳を⾒ると、
⽇本からアメリカへの海外直接投資に起因する産業廃棄物が⼤きな不均衡を⽣じているが
（ࢃࢂ૚	 ૚	⽇	 ⽶）（⿊ベクトル）、⼀般廃棄物はそれほどではない（ࢃࢂ૚	 ૛	⽇	 ⽶）（緑ベクトル）。輸⼊に起
因する不均衡は負を⽰し（ࢃࢂ૛	 ૚	⽇	 ⽶（⻩ベクトル）の傾きが逆になる）、負荷も⼤きいことから、
全体としてベクトルの分布が開いた形態になっている。廃棄物の直接輸出量は⼩さい
（ࢃࢂ૝	 ૞	⽇	 ⽶）（⻘ベクトル）。 
 
中国は、ࢃࢂ	⽇	 中 ൌ ሺ2.7 百万 t/年，14.9 百万 t/年ሻであるが、貿易では廃棄物発⽣の不均衡は
均衡している（図３−７）。内訳を⾒ると、⽇本から中国への海外直接投資に起因する産業
廃棄物が不均衡を⽣じているが（ࢃࢂ૚	 ૚	⽇	 中）（⿊ベクトル）、⼀般廃棄物はそれほどではない
（ࢃࢂ૚	 ૛	⽇	 中）（緑ベクトル）。輸⼊に起因する不均衡は均衡を⽰しているが（ࢃࢂ૛	 ૚	⽇	 中⻩べクトルが
垂直）、負荷は⼤きいことから、全体としてベクトルの分布が開いた形態になっている。廃
棄物の直接輸出量は⼩さい（ࢃࢂ૝	 ૞	⽇	 中）（⻘ベクトル）。 
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タイプ１−３ ⽇本の相⼿国依存型（海外直接投資は相⼿国の⽇本依存）（݀⽇ ୨＞0、݀ଵ௪⽇ ୨ ≦
0、݀ଶ௪⽇ ୨＞0）： アイルランド⼀ヶ国のみである。廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルࢃࢂ	⽇	 愛 ൌ
ሺ0.0 百万 t/年，0.2 百万 t/年ሻ （⾚）ベクトル（図３−８）であり、廃棄物発⽣不均衡・負
荷ベクトルの不均衡 d は正で⾮常に⼩さい値を⽰し、ほぼ均衡した状態である。 
 
 
図 3-8 ⽇本とアイルランド間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 愛 
 
 タイプ２−１ 相⼿国の⽇本依存型（海外直接投資は⽇本の相⼿国依存）（݀⽇ ୨≦0、݀ଵ௪⽇ ୨ ＞
0、݀ଶ௪⽇ ୨≦0）： 代表は韓国の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル（ࢃࢂ	⽇	 韓）であり、韓国を含め
6 ヶ国で形成するグループである。 
 
 ࢃࢂ	⽇	 韓 ൌ ሺ0.3 百万 t/年，4.9 百万 t/年ሻ（⾚ベクトル）、韓国に起因する⽇本での廃棄物発
⽣の不均衡を⽣じ、負荷はそれほど⼤きくない（図３−９）。内訳を⾒ると、⽇本から韓国















図 3-9 ⽇本と韓国間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 韓 
 
タイプ２−２ 相⼿国の⽇本依存型（݀⽇ ୨≦0、݀ ଵ௪⽇ ୨ ≦0、݀ଶ௪⽇ ୨≦0）： 代表はイギリスの廃棄
物発⽣不均衡・負荷ベクトル（ࢃࢂ	⽇	 英）（図３−１０）であり、イギリスを含め 3 ヶ国で形成
するグループである。 
 
ࢃࢂ	⽇	 英 ൌ ሺ0.7 百万 t/年，2.0 百万 t/年ሻ（⾚ベクトル）、イギリスに起因する⽇本での廃棄物
発⽣の不均衡を⽣じ、負荷もそれほど⼤きくはないが、廃棄物の直接輸出を除き全ての廃棄
物発⽣不均衡・負荷ベクトルが第 2 象限に分布する。内訳を⾒ると、イギリスから⽇本への
海外直接投資に起因する産業廃棄物（ࢃࢂ૚	 ૚	⽇	 英）（⿊ベクトル）と⼀般廃棄物（ࢃࢂ૚	 ૛	⽇	 英）（緑ベク
トル）が不均衡を⽣じているが、それほど⼤きくなく、相対的に産業廃棄物の発⽣が⼤きい。
輸⼊に起因する不均衡も負を⽰すが、廃棄物の直接輸出量のみ、値は⼩さいが正を⽰す
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タイプ２−３ 相⼿国の⽇本依存型（輸⼊は⽇本の相⼿国依存）（݀⽇ ୨≦0、݀ଵ௪⽇ ୨ ≦0、݀ଶ௪⽇ ୨＞
0） ：スイスの⼀ヶ国のみである（図３−１１）。廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルࢃࢂ	⽇	 瑞 ൌ
ሺെ0.1 百万 t/年，0.8 百万 t/年ሻ（⾚ベクトル）であり、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの
不均衡 d は負で⾮常に⼩さい値を⽰し、ほぼ均衡した状態である。内訳でみると、⽇本のス
イスからの輸⼊のみ正の値を⽰している（ࢃࢂ૛	 ૚	⽇	 瑞）（⻩ベクトル）。 
 
 



























       
⽇本と中国間     ⽇本とｱﾒﾘｶ間     ⽇本と⾹港間   ⽇本とｼﾝｶﾞﾎﾟﾙ間 
                       ⽇本と韓国間 
































 図 3-13 ｱﾒﾘｶの海外直接投資起因廃棄物発⽣を考慮した廃棄物発⽣不均衡・負荷ﾍﾞｸﾄﾙ 
 
 
図 3-14 5 ヶ国の海外直接投資起因廃棄物発⽣を考慮した廃棄物発⽣不均衡・負荷ﾍﾞｸﾄﾙ 
 
第３章 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの事例研究 

















 最⼤値がカタールの d/s=0.94 であり、29 ヶ国の計は d/s=0.31、イランで均衡 d/s=0 で




     d/s> ≧ 0.6 :  タイプ１−１ 
 0.6 > d/s ≧ 0.1 ： タイプ１−１とタイプ１−２の混合 
-0.12  >  d/s     ： タイプ２−１とタイプ２−２の混合 
 
 図３−１６に廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの負荷 s と不均衡 d の相関図を⽰した。こ
の傾きが指標 d/s を⽰す。この相関図は、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの不均衡 d と負


















図 3-15 ⽇本と相⼿ 29 ヶ国間の d/s 指標 
 
 
図 3-16 ⽇本と相⼿国 29 ヶ国間の負荷 s（x 軸）と不均衡 d（y 軸）の相関図 
 
第３章 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの事例研究 






















































































   表 3-6 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの感度分析の条件 
基準ケース： ࢃࢂ	⽇	 計= (29.0, 94.5)、  （単位：百万 ton/年） 
ｱ ﾌﾟﾛｰﾁ 影響要因 基準値 変動幅(%) 










































     (百万$/6 年)  
72,620 -30% 
〜+30％ 
8.⽇本から相⼿国への直接投資ｽﾄｯｸ     
  (百万$/6 年) 
316,923 -30% 
〜+30％ 
9. 相 ⼿ 国 の ⽇ 本 か ら の 輸 ⼊ 
(百万$/年)   
685,242 -30% 
〜+30％ 


























廃棄物発⽣不均衡で 2 百万 ton/年、負荷で 4 百万 ton/年程度の変動可能性があるが、変
動幅は⼩さい（図３−１8）。 
 
図 3-18 ⽇本の産廃総固定資本形成ｽﾄｯｸ原単位の感度分析 
 
第３章 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの事例研究 

















図 3-20 ⽇本の⼀廃総固定資本形成ｽﾄｯｸ原単位の感度分析 
 
第３章 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの事例研究 













廃棄物発⽣不均衡で 12 百万 ton/年、負荷で 1２百万 ton/年程度の変動可能性がある 
（図３−２2）。 
 
図 3-22 ⽇本の産廃国内⽣産額原単位の感度分析 
 
第３章 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの事例研究 
















図 3-24 ⽇本から相⼿国への直接投資ｽﾄｯｸの感度分析 
 
第３章 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの事例研究 

















図 3-26 ⽇本の相⼿国からの輸⼊の感度分析 
 
第３章 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの事例研究 





























































































にセットした場合、基準のࢃࢂ	⽇	 計=(29.0 百万 ton/年,94.5 百万 ton/年)が、ࢃࢂ	⽇	 計=(18.1 百万










を⽇本並みの値（-60.8%）にセットした場合、基準のࢃࢂ	⽇	 計=(29.0 百万 ton/年,94.5 百万 ton/































⽇本の相⼿国からの輸⼊を-5%することとした。この場合、基準のࢃࢂ	⽇	 計=(29.0 百万 ton/
























量の差）の計は 29.0 百万 t/年である。⽇本と相⼿国が海外直接投資・貿易活動により発⽣
する廃棄物量の負荷（両国の廃棄物発⽣量の和）の計は、94.5 百万 t/年である。感度分析
結果に基づいたアプローチによれば、上記基準の 29.0 百万 t/年の廃棄物発⽣不均衡と 94.5
百万 t/年の廃棄物発⽣負荷を、技術アプローチ１（技術⾯での設備・プロセスの産業廃棄物
発⽣量改善アプローチ）で 18.1 百万 t/年の廃棄物発⽣不均衡と 83.5 百万 t/年の廃棄物発
⽣負荷まで、技術アプローチ２（技術⾯での製品・原材料消費後の⼀般廃棄物発⽣量改善ア
プローチ）で 15.7 百万 t/年の廃棄物発⽣不均衡と 81.1 百万 t/年まで、産業構造のアプロー
チ１（産業構造⾯での業種組合せによる産業廃棄物発⽣量改善アプローチ）で 3.5 百万 t/年
の廃棄物発⽣不均衡と 68.9 百万 t/年まで、及び産業構造アプローチ２（産業構造⾯での⽇











































 図 3-31 ⽇本とカタール間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル 
 
第３章 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの事例研究 

















































図 3-33 ⽇本とインドネシア間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル 
 
第３章 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの事例研究 


























































































⽣量の差）の計は 29.0 百万 t/年である。また、⽇本と相⼿国が海外直接投資・貿易活動に







ルの絶対値（不均衡と負荷の総合的な⼤きさを⽰す指標）は、合計値が 98.9 百万 t/年であ
り、アメリカの 19.4 百万 t/年、中国の 15.2 百万 t/年、オーストラリアの 11.6 百万 t/年と
インドネシアの 9.2 百万 t/年が⼤きな値を⽰す。 
 
④検討対象 29 ヶ国の内、不均衡 d が正（⽇本起因の廃棄物を相⼿国で発⽣）を⽰す国が























間の廃棄物発⽣の依存が逆転する）ケースが、29 対象国の内 6 ヶ国あることが明確になっ
た。 
 






















検討では、基準の 29.0 百万 t/年の廃棄物発⽣不均衡と 94.5 百万 t/年の廃棄物発⽣負荷を、
技術⾯での設備・プロセスの産業廃棄物発⽣量改善アプローチで 18.1 百万 t/年の廃棄物発
⽣不均衡と 83.5 百万 t/年の廃棄物発⽣負荷まで、技術⾯での製品・原材料消費後の⼀般廃
棄物発⽣量改善アプローチで 15.7 百万 t/年の廃棄物発⽣不均衡と 81.1 百万 t/年まで、産
業構造⾯での業種組合せによる産業廃棄物発⽣量改善アプローチで 3.5 百万 t/年の廃棄物
発⽣不均衡と 68.9 百万 t/年まで、及び産業構造⾯での⽇本あるいは相⼿国内での⽣産アプ
ローチで、0.0 百万 t/年の廃棄物発⽣不均衡と 68.8 百万 t/年まで改善できる可能性がある。 
 
第３章 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの事例研究 
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は、 ࢃࢂ	⽇	 計=(29.0 百万 t/年, 94.5 百万 t/年)であり、合計値の改善アプローチに基づき、


































 仮定 1： 道路が分布する地区とその近傍を含む地域は、廃棄物発⽣施設密度と⼈⼝密度
が⾼い。 
 仮定 2： 道路が分布する地区とその近傍を含む地域内外に、廃棄物処理（含、リサイク
ル等）・処分施設の設置が可能である。 
  
図 4−１の道路密度の説明図では、A 国の道路密度が 300 であり、B 国の道路密度が 30
である。B 国の道路密度は、A 国の 0.1 倍であり、A 国を 1 とすれば B 国は 0.1 となる。こ
の 0.1 を、A 国が B 国に与える廃棄物発⽣の環境インパクトの補正係数とする。仮定 1 に
基づけば、⼈間に与える廃棄物発⽣の環境インパクトの観点から、A 国起因の B 国で発⽣
した廃棄物発⽣量は、B 国起因の A 国で発⽣した廃棄物発⽣量の 0.1 の重みを乗じた廃棄
物発⽣量になる。同様に仮定 2 に基づけば、廃棄物処理（含、リサイクル等）・処分施設の
設置に与える廃棄物発⽣の環境インパクト（設置キャパシティ増化の可能性）の観点から、
A 国起因の B 国で発⽣した廃棄物発⽣量は、B 国起因の A 国で発⽣した廃棄物発⽣量の 0.1
の重みを乗じた廃棄物発⽣量になる。これを数式表⽰すれば、（５．２）式となる。 
 





       
 




















 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル（補正済）の算出結果合計値は、 ࢃࢂ	⽇	 計（EA）=(-20.2 百
万 t/年, 45.8 百万 t/年)となった。これは、相⼿国全体（相⼿国の合計を⼀国とした考え⽅）
が海外直接投資・貿易に関して不均衡に 20.2 百万 t/年の廃棄物の発⽣を⽇本に依存してお
り、⽇本と相⼿国全体の海外直接投資・貿易に起因する負荷（両国の廃棄物発⽣量の和）は、
45.8 百万 t/年であることを⽰している。これを図⽰したものが、図４−２の廃棄物発⽣不





図 4-2 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 計（補正済）とࢃࢂ	⽇	 計 
 
第４章 第２章と第３章に関する廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル補正の試算 











 ࢃࢂ⽇	 計（補正済 ൌ  ࢃࢂ૚	 ૚	⽇	 計（補正済） ൅ࢃࢂ૚	 ૛	⽇	 計（補正済） ൅ࢃࢂ૛	 ૚	⽇	 計（補正済） ൅ࢃࢂ૝	 ૞	⽇	 計（補正済）・・・ሺ5.3ሻ	 	
（投資産廃  ＋ 投資⼀廃）＋(製品等輸⼊産廃 ＋ 廃棄物輸出) 
=     {(1.9, 9.6)  + (0.5, 1.4)}  +  {(-22.6, 34.6)  +   (-0.1, 0.3)}  
=   (-20.2，45.8)             
  
上記の x 成分の絶対値の和 25.1 を 100%、y 成分 45.8 を 100%として、分解した内訳ベ





























表 4-1 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル（補正済）の不均衡と負荷の原因 
直接投資貿易形態(c) 不均衡 ݀௖௪ 負 荷 ݏ௖௪ 


















































































発⽣不均衡・負荷ベクトル分布の特徴を不均衡 d と負荷 s に基づき、表４−２のとおり区分
























ルの⼤きさ、単位：百万 ton/年） ݀⽇ ୨  ݀ଵ௪⽇ ୨ ݀ଶ௪⽇ ୨ 
ﾀｲﾌﾟ 1-1：⽇本の相
⼿国依存型 































≦0 ≦0 ＞0 ― 
 注 1）⾚字国は、補正前において⽇本が廃棄物の発⽣を相⼿国に依存していたのが、補正






















































す。   注)左参照。 
ﾀｲﾌﾟ 2-1：相⼿国の⽇本依存型(海外直接投資











































 a. 不均衡݀⽇ ୨が正の値を⽰し（表３−５の上半分）、⽇本が相⼿国に廃棄物の発⽣を依存し

























































 ⑤検討対象 29 ヶ国の内、不均衡 d が正（⽇本起因の廃棄物を相⼿国で発⽣）を⽰す国が
5 ヶ国と負（相⼿国起因の廃棄物を⽇本で発⽣）を⽰す国が 24 ヶ国である。補正前の廃棄





いた 19 か国の内 15 ヶ国が、補正後には、相⼿国が⽇本に廃棄物発⽣を依存している区分
に移⾏した。結果的に補正後、⽇本が相⼿国に廃棄物の発⽣を依存している国は、シンガポ
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第２章で詳細に記載したように本廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの不均衡 d や負荷 s を





 産業廃棄物発⽣量 ＝    原単位    × 活動量 
     ݓଵ	 ଵ௕௧௜௝ ൌ （ݓ௖ଵ௕௧	௝௝ ／݂݃ܿ ௖݂௪௕௧௝௝ ) 	 ൈ 	 ݂݀݅ଵ௪௕௧௜௝    
(右下添字の、左の 1 は海外直接投資、右の 1 は産業廃棄物を意味する。) 
 
i 国の j 国への海外直接投資に起因する j 国で発⽣する産業廃棄物発⽣量 
＝（j 国産業廃棄物発⽣総量 / j 国総固定資本形成ｽﾄｯｸ）  
                      × i 国から j 国への海外直接投資 
 
 この原単位と活動量の根拠は、三⾯等価の原則で作成された表５−１の j 国の産業連関















表 5-1 j 国の産業連関表 
 
 











固定資本減耗 投  費
間接税注1） ⼊ ⽤  ◎ＧＤＰ（国内総⽣産、粗付加価値）と三⾯等価
雇⽤者所得   （列）  構 ①分配（所得）⾯： ＧＤＰ＝粗付加価値（Ｅ）
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15 位までの相⼿国・特別⾏政区、⽇本が輸⼊しているトップ 15 位までの相⼿国・特別⾏政
国、及び相⼿国が⽇本から輸⼊しているトップ 15 位までの国・特別⾏政区の和集合とした。  
この 29 ヶ国が上記の 4 項⽬に関して、⽇本と世界の関係において占めるシェアを表５−
２に⽰した。合わせて、⽇本とアフリカ⼤陸の関係も同表に⽰した。 
 




②貿易（輸⼊）： ⽇本の 29 ヶ国からの輸⼊が、⽇本の世界からの輸⼊に占めるシェア
は、72.4%であり、逆のケースは、82.8%である。  
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 ⼀般廃棄物の発⽣量の推定式の妥当性を⽐較するため、説明変数を⼀⼈当たり GDP とし
た図５−２と説明変数を総固定資本形成ストックとした図５−４を⽐較する。前者の推定

























































図 5-3 OECD 諸国等の産業廃棄物発⽣量と⼀般廃棄物発⽣量の相関図(2010 年) 
 
 
図 5-4 OECD 各国の総固定資本形成ｽﾄｯｸと⼀般廃棄物発⽣量(2010 年)  
 
第５章 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出結果の妥当性 
























区分後： ࢃࢂ	⽇	 ⽶＝（4.0, 19.1）、区分前： ࢃࢂ	⽇	 ⽶＝（4.4, 18.8） 
（成分単位：百万 ton/年） 
不均衡 d と負荷 s へ与えた影響を以下に⽰した。 
 
  不均衡(d)： (4.0 - 4.4)/4.4  =  -9.1 %     
負荷(s)  ： (19.1-18.8)/18.8 =  +1.6%  
    
 上記の計算結果に基づけば、業種区分に基づく原単位の使⽤が算出結果に与えた影響は、
































 上記の①項と②項により、（１）項の不均衡 d 減少の原因は、第２次産業：鉱業・建設業・
製造業の⽇本とアメリカ間の輸⼊関係に起因する廃棄物発⽣である。 
 
表 5-3 業種区分前後の経済活動と廃棄物種別の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル成分 
業種区分前 ࢃࢂ	⽇	 ⽶ ࢃࢂ૚	 ૚	⽇	 ⽶ ࢃࢂ૚	 ૛	⽇	 ⽶ ࢃࢂ૛	 ૚	⽇	 ⽶ ࢃࢂ૝	 ૞	⽇	 ⽶ 
݀௖௪
⽇	 ⽶ 4.4 5.2 1.0 -1.7 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 ⽶ 18.8 9.0 1.4 8.4 0.0 
業種区分後 ࢃࢂ	⽇	 ⽶ ࢃࢂ૚	 ૚	⽇	 ⽶ ࢃࢂ૚	 ૛	⽇	 ⽶ ࢃࢂ૛	 ૚	⽇	 ⽶ ࢃࢂ૝	 ૞	⽇	 ⽶ 
݀௖௪
⽇⽶ 4.0 6.1 1.5 -3.7 -0.0 
ݏ௖௪
⽇⽶ 19.1 7.9 1.7 9.4 0.0 
注 1)成分単位：百万 t/年、注 2)負数は⾚字、-0.0 は、少数第⼆位以下に数値が存在。 
注 3)右下添字の左 1 は海外直接投資、左 2 は輸⼊、左 4 は廃棄物直接輸出、及び右 1 は











図 5-5 業種区分前後の経済活動と廃棄物種別の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル 
 
表 5-4 業種区分前後の業種別の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル成分 
項⽬(単位：百万 ton/年) 不均衡(d) 負荷(s) 
業種区分なし 計 4.4 18.8 
第 1 次産業：農業・林業・⽔産業 0.4 0.4 
第 2 次産業：鉱業・建設業・製造業 2.5 12.0 
第 3 次産業：サービス業（含、電⼒、 
上下⽔道事業） 
1.6 6.5 
業種区分あり 計 4.0 19.1 
第 1 次産業：農業・林業・⽔産業 0.7 0.8 
第 2 次産業：鉱業・建設業・製造業 0.6 13.4 



















 第３．４節では、⽇本と 29 相⼿国間計の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの 10 種の影
響要因別の感度分析を実施した。不均衡 d と負荷 s のスパイダーチャートを図５−７と図
５−８に⽰した。各変数の変動率と不均衡 d と負荷 s へ与える影響は、線形関係である。影
響要因としての各変数を±10%変動させた時の不均衡 d と負荷 s 算出結果への最⼤影響は、
凡そ以下のとおりである。 
 
 不均衡 d: 影響要因の変数変動率±10% → 算出結果の最⼤変動±12% 















図 5-７ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの不均衡 d のｽﾊﾟｲﾀﾞｰﾁｬｰﾄ 
 
 
図 5-8 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの負荷 s のｽﾊﾟｲﾀﾞｰﾁｬｰﾄ 
 
第５章 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出結果の妥当性 






 ①本廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの不均衡 d や負荷 s を求める基本となっている考




OECD や経済産業省等の公的機関の信頼できるデータを使⽤した。  
 
 ③研究対象 29 ヶ国に関し、⽇本から 29 ヶ国への海外直接投資 6 年累積額が、⽇本から
世界への海外直接投資 6 年累積額に占めるシェアが 73.9%、逆のケースは、79.1%である。









 ⑤⽇本とアメリカ間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出において、業種を第 1 次、第
2 次と第 3 次産業に区分した原単位を⽤いると、算出結果は区分しない場合に⽐較して、不
均衡 d で-9.1 %、及び負荷(s)で+1.6%の誤差を⽣じる。 
 





 ⑦上記①項〜⑥項の結果を総合的に評価すれば、⽇本と 29 相⼿国間計の廃棄物発⽣不均
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	 ࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ ൌ（൫ݓ௖௪௕௧௜௝ െ ݓ௖௪௕௧௝௜ ൯，൫ݓ௖௪௕௧௜௝ ൅ ݓ௖௪௕௧௝௜ ൯）	
	 ࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ ൌ（݀௖௪௕௧௜௝ ，ݏ௖௪௕௧௜௝ ）、            （݀௖௪௕௧௜௝ ：不均衡、ݏ௖௪௕௧௜௝ ：負荷）	
 
注）ݓ௖௪௕௧௜௝ ：i 国起因で j 国に発⽣する廃棄物量、ݓ௖௪௕௧௝௜  j 国起因で i 国に発⽣する廃棄物量、c は経済活動
































ࢃࢂ	⽇	 計=(29.0 百万 t/年, 94.5 百万 t/年)となった（上付添字の計は、29 ヶ国の合計を⽰す）。
⽇本が海外直接投資・貿易に起因して不均衡に 29.0 百万 t/年の廃棄物の発⽣を相⼿国全体
（相⼿国の合計値）に依存し、⽇本と相⼿国全体の海外直接投資・貿易に起因する負荷（廃
棄物発⽣量の和）が、94.5 百万 t/年である。図６−1 に、内訳も含めベクトル図として⽰し
た。 
ࢃࢂ	⽇	 計の不均衡 d は正であり、第⼀象限に分布している。⽇本の相⼿国への海外直接投資
に起因する相⼿国での産業廃棄物の発⽣量が⼤きく、ࢃࢂ૚	૚⽇	 計=(21.1, 28.8)となり、⼀般廃棄
物発⽣量は、ࢃࢂ૚	૛⽇	 計=(3.6, 4.4)を⽰す。貿易に関しては、⽇本の輸⼊に起因する相⼿国で
の産業廃棄物の発⽣量が相対的に⼤きくࢃࢂ૛	 ૚⽇	 計=(4.1, 60.7)、不均衡 d は正を⽰す。負荷
s が不均衡 d に⽐較して⼤きいため、ベクトル分布が開いた形態である。廃棄物の相⼿
























対象 29 ヶ国の内、不均衡 d が正（⽇本起因の廃棄物を相⼿国で発⽣）を⽰す国が 19 ヶ国













































































































































































 注） ࢊ૚࢝⽇ܒ：⽇本と相⼿国間の海外直接投資廃棄物発⽣不均衡、 ࢊ૛࢝⽇ܒ：輸⼊に関する廃棄物発⽣不均衡。 
 
 ④貿易だけでなく海外直接投資起因の廃棄物発⽣を考慮したことによる知⾒ 
 上記（２）の①の項廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの不均衡 d は主に海外直接投資に起
因しており、負荷 s は主に貿易（輸⼊）に起因している。また、不均衡 d の正負が逆転する
（⽇本と相⼿国間の廃棄物発⽣の依存が逆転する）ケースが、アメリカを代表例として 29




 ࢃࢂ	⽇	 計=(29.0 百万 t/年, 94.5 百万 t/年)を基準ケースとし、変動要因に基づくアプローチ
を設定し、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの改善可能性を分析した。基準値からの変動幅
を、⽇本を教師データとした技術改善を前提に原単位を変化させることにより、また、海外
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 図 6-3 ⽇本と韓国間の有害廃棄物を考慮した廃棄物発⽣不均衡・負荷ﾍﾞｸﾄﾙ      
 
第６章 研究の結論・展望・提⾔ 
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付図 2 ⽇本とアメリカ間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 ⽶ 
 
付 録 









付図 4 ⽇本とイギリス間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 英 
 
付 録 





付図 5 ⽇本とイラン間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 以 
 
 



























付図 10 ⽇本とカタール間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 華 
 
付 録 























付図 14 ⽇本とシンガポール間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 星 
 
付 録 










付図 16 ⽇本とスウェーデン間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 典 
 
付 録 










付図 18 ⽇本と台湾間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 台 
 
付 録 









付図 20 ⽇本とドイツ間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 独 
 
付 録 










付図 22 ⽇本とフィリピン間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 ⽐ 
 
付 録 










付図 24 ⽇本とフランス間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 仏 
 
付 録 










付図 26 ⽇本とマレーシア間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 ⾺ 
 
付 録 










付図 28 ⽇本とルクセンブルグ間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 盧 
 
付 録 





付図 29 ⽇本とロシア間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 露 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
